
東京地裁 2007 年 1 月 30 日 原告数 1,092 人 

 

判決骨子 

〔主  文〕 原告らの請求をいずれも棄却する。 

〔理由の要旨     〕 

１ 国が，原告らの早期帰国を実現する法的義務を負うと認めることはできない。 

ア 原告らが早期帰国実現義務の根拠と主張する憲法，国際法・条約，法令は，いずれも，国に

早期帰国実現義務を認める根拠とはならない。 

イ 先行行為に基づく条理上の作為義務としての早期帰国実現義務も，認められない。 

 歴史的な事実経過として，原告ら主張の先行行為，すなわち，満州国の建国，国策としての満

州国への移民政策とその実施，昭和１９年以降関東軍の防衛力が低下し，危険が高まったにもか

かわらず，移民に対する何らの保護策をとらず，移民を送り続け，あえて民間人を危険な状態に

おいたことなど，一連の政策決定とその実行のいわば延長線上に原告らが孤児となる事態が発生

していることが認められるが，紛争の法的解決を目的とする民事裁判においては，これらを，国

の法的責任の根拠となる先行行為（原告らが孤児となった法的な原因）とすることはできない。 

ウ 原告らの損害は，戦争から生じた損害とみるべきものであり，条理によって，国に法的な早

期帰国実現義務を認めることもできない。 

２ 原告らの帰国が遅れたとの主張に関して，国に何らかの違法又は著しく不当な行為があった

ものとは認められない。 

３ 国が，原告らに対して，法的な自立支援義務を負うと認めることはできない。国がこれまで

とってきた自立支援策は，人道的な見地から実施されたものと考えられ，これが法的に違法又は

著しく不当であるとすることはできない。 

４ 原告らが主張する原告らすべてに共通する損害は，①中国で孤児となって中国人養父母に養

育されたこと，②日本人の両親と暮らすことができず，日本語を母語とすることができなかった

こと，③３７歳前に帰国できなかったことであるが，これらの原因が，国の違法行為であると認

めることはできない。        （以下余白） 


